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第 2 章は小島崇志氏との共著論文（Social Choice and Welfare 2009 に掲載）に基づいてい
る．この章では，強パレート原理(Strong Pareto)および，循環置換の群(group of cyclic
permutations) Q によって定義される Q-anonymity を満たす Social Welfare Quasi-ordering（反
射的かつ推移的二項関係，以下で SWQ と略記）を分析している．Q-generalized Lorenz SWQ，
および， Q-leximin SWQ と呼ばれる新たな SWQ が提案され，部分関係による公理的特徴
付けがなされている．前者は，Strong Pareto，Q-anonymity，および Pigou-Dalton equity によ
って，後者は Pigou-Dalton equity を Hammond equity に強めることで特徴付けがなされてい
る．さらに，近年の先行研究で提案された Q-utilitarian SWQ について，Strong Pareto，
Q-anonymity，および Incremental equity による特徴付けを新たに与えている．
第 2 章の独創的で重要な貢献は以下の通りである．Q-anonymity と Strong Pareto を満た
す擬順序が存在することは，Basu and Mitra (2007)の研究により明らかにされているが，釜




第 3 章は小島崇志氏との共著論文（Social Choice and Welfare 2010 に掲載）に基づいてい




SWQ，および，Fixed-step overtaking SWQ を提案し，Weak fixed-step indifference consistency
(WFIC)と呼ばれる整合性公理を用いて公理的特徴付けを行っている．さらに，功利主義に
基づく追い越し基準の別の拡張として S-overtaking SWQ を提案し，WFIC を Fixed-step
anonymity に換えることで特徴付けがなされている．また，S-overtaking SWQ をレキシミン
原理に基づいて定式化した基準が Fixed-step W-leximin SWQ と一致することを示し，
fixed-step W-leximin SWQ の別の特徴付けが Fixed-step anonymity を用いて行われている．最
後に，Fixed-step anonymity を満たす強い追い越し基準（Catching-up criterion）の拡張が存
在しないことを，強い追い越し基準が満たすいくつかの公理と Fixed-step anonymity が両立
しないことを示すことで証明している．
第 3 章の独創的で重要な貢献は以下の通りである．釜賀氏は，Fixed-step anonymity を満
たす擬順序として，“Fixed-step overtaking”という擬順序を提案した．いわゆる Overtaking
基準は，1960 年代に成長理論において，Atsumi (1965)や Weizsacker (1965)らにより考案さ
れたものだが，その基準が Fixed-step anonymity という強い公理を満たすよう改良したもの
が Fixed-step overtaking である．その上で釜賀氏は，Fixed-step overtaking，およびそのアイ
デアを用い定義したレキシミン的な擬順序を，Fixed-step anonymity あるいはそれより弱い
Finite anonymity を用いて特徴付けており，独創性の高さは注目に値する．

















Strong Pareto，Finite anonymity，Hammond equity を満たす擬順序のうち，功利主義的な基




なお，予備審査でのコメントに答えて，Lemma 4.1. および Proposition 4. 1.の証明を書き直
しており，読みやすくなっている．
第 5 章は安達剛氏，加藤晋氏との共著論文（GCOE ワーキングペーパー）に基づいてい
る．この章では，Strong Pareto を満たす Social Welfare Relation（反射的二項関係で，以下で
SWR と略記）と両立する匿名性公理を分析している．SWR の一貫性(Coherence property)
として，非循環性，準推移性，および鈴村整合性を考えている．一貫性の各場合に，Strong
Pareto を満たす SWR の無差別判断と整合的な置換のクラスを，（代数構造である）群より
も弱い性質を用いて特徴づけている．この特徴付けに基づいて，Strong Pareto を満たす非
循環的 SWR および，Strong Pareto を満たす準推移的 SWR と両立する最も強い匿名性公理
は，全ての循環置換によって定義される匿名性公理であることが明らかにされている．一
方で，Strong Pareto を満たす鈴村整合的 SWR と両立可能な匿名性公理については，極大
(maximal)となる公理が循環置換の群によって定義されることが明らかにされている．この
章では，更に，上述の置換のクラスの特徴付けによって得られた制約を満たす置換のクラ
ス Q によって定義される Q-anonymity と Strong Pareto を満たす SWR のクラスの特徴付け
も行われている．SWR の一貫性の各場合に，そのような SWR のクラスは Q-Pareto relation
を部分関係に持つ SWR のクラスと一致することが示されている．また，推移性を要請し
た場合（すなわち，SWQ の場合），その SWR のクラスは Q の閉包Q で定義されるQ
-Suppes-Sen SWQ を部分関係に持つ SWR のクラスと一致することも示されている．
第 5 章の貢献は以下の通りである．釜賀氏は本章で，非循環性，準推移性，および鈴村
整合性と Strong Pareto と共存可能な Anonymity 公理として，ぎりぎりまで広い置換関数の
集合とはどのようなものかという問いを考察している．結果としては，それら諸集合を，





にまとめたTheorem が欲しい）に答えて，Section 5.3.1 で Propositions 5.1-5.4 をまとめた
Theorem 5.1 を提示し，Sections 5.3.2-5.3.3 で Theorem 5.1 の証明を与えている．
第 6 章は未公刊論文に基づいている．この章では，完備かつ準推移的な SWR の提案お
よび公理的特徴付けを行っている．まず，近年の先行研究で提案された Future domination
extension と呼ばれる SWR について，無限数の将来世代による提携が拒否権を有すること
を要請する公理を用いて，公理的特徴付けを与えている．さらに，この SWR は全ての循
環置換のクラスによって定義される匿名性を満たすことも示されている．次に，Fixed-step





（2010）によるFuture agreement extensionとFuture domination extensionの二種があり，本章で
はそれら及び類似ヴァージョンの特徴付けを行っている．そして釜賀氏は，無限個の世代
が反対する場合には，その意思を尊重するということを意味するRespect for infinite rejection
という公理を考案し，Future domination extensionの特徴付けを行っている．これまでFuture
agreement extensionの特徴付けは行われていたものの，Future domination extensionについては
無かったので，それを補充するものと位置づけられる．
なお，予備審査でのコメントに答えて，Proposition 6.1 の証明を修正し，それに合わせて，
Proposition 6.2 および 6.4 の証明も修正を行っている．
結論では，本博士論文の総括として，明らかになったこと及び本論文の主要な貢献を簡
潔にまとめるとともに，残された課題について議論している．
第 2 章から第 6 章までのいずれも，十分な学術的貢献が認められるものである．実際，

























また，SWQ と SWR の違いを考察することの意味として，非推移的な SWR では不規則な周
期をなす世代効用流列の比較も可能となる点を指摘している．
最後に，Chapter 6の新しい公理respect for infinite rejection (RIR)について，拒否権をそのま
ま公理として用いるのには，賛否が分かれるので，この公理の正当化には十分な説得性を
持つ議論が求められるとの要求に対し，以下のような修正を行うことで答えている．RIR を
導入する際に，RIFO (Respect for Infinite Future Objection) と類似の公理であり，SP (Strong
Pareto) と RIFO により含意されるという点を明記した．また，RIR の正当性の基礎となる
RIFO について，次の方法で正当化を与えている．RIFO が拒否権を認める提携は，逆の選好を
持つ世代の提携に対して基数(cardinality)において負けることがないことを指摘し，plurality rule
の精神を部分的に表現した公理であることの説明を加えている．
このように，予備審査での修正要求にも適切に応えており，博士論文の議論がいっそう透明に
なったことが見て取れる．
以上
